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1. 課税要件としての事業所得と業務に係る雑所得の区分は、法令（所得税法第 27 条第 1

項・同施行令第 63 条）・判例（最高裁昭和 56 年 4 月 24 日第二小法廷判決）の趣旨に基

づけば、本改正案の概要に記述されている「その所得を得るための活動が、社会通念上

事業と称するに至る程度に行っているかどうか」のみによって判断されるべきであって、

事業所得の判断について、①「その所得が主たる所得であること」（以下「主業要件」と

いう。）、または②「その所得に係る収入金額が 300 万円を超えること」（以下「収入金

額要件」という。）という２つの要件を前掲要件に付加することは、「社会通念」を通達

が規定するに等しく、租税法律主義に反する通達課税であり容認されないと考える。特

に主業要件に関しては、そもそも所得税法上「主業」「副業」の定義はなく、その区分に

よって課税の取り扱いを変える規定もないことに留意すべきである。 

 

2. 申告納税制度の下では、納税者が法令に則り自主的に課税要件事実の存否を判断し、課

税標準・税額を計算し納税を行うことが大原則であり、それが誤りである場合にのみ課

税庁の確定処分によって修正を受けることになる。この場合、その立証責任は原則とし

て課税庁が負うのであるが、本通達改正により上記主業要件ないし収入金額要件を事業

所得の充足要件とし、反証というかたちで納税者からの立証を求めることは、課税庁の

確定処分に係る立証責任の納税者への転換であり、申告納税制度の存立理由に抵触する

ものと考える。 

   

3. 事業所得者が青色申告適用者である場合、当該所得を課税庁により雑所得と判断される

ことで青色所得の諸特典を喪失することになる。申告納税制度の下での青色申告制度は、

申告納税水準の向上のため帳簿の装備と正確な記帳による正しい所得・税額計算及び納

税の慣行を推進するために設けられたもので、同制度の普及を目的として諸特典が青色

申告者に付与されている。そして事業所得者が同制度の要件を充足することにより申告

納税水準の向上に寄与している以上、その諸特典を受けるのは当然の権利である。事業

所得・雑所得の区分ひいては事業所得における青色申告諸特典の適用の適格性は究極的

には社会通念によって判断されるべきところ、本改正案のような通達課税により一方的

にその権利を侵害することは許されないというべきである。 

   

4. 本改正案の概要には明確に記述されていないが、仮に本改正の目的が節税を目的とした

青色申告適用者による諸特典の濫用防止にあるとするならば、上記 1.~3.のような問題

点をもつ本改正案のような通達に依拠した手段によるのではなく、たとえば給与所得控

除と青色申告控除の併用の制限、損失の他所得との損益通算制限（一例として事業所得

の損失を通算することを認めず、純損失の繰越控除のみ認めるなど）を立法化すること

により対応すべきである。 


